令和2年度　第2回浜松市スポーツ推進審議会　議事録
開催日時　　　令和2年9月25日(金)　午後3時から午後5時
開催場所　　　市役所8階　第3委員会室
出席者　　　　会　長　　太田　正義　（常葉大学　准教授）
　　　　　　　副会長　　伊藤　裕子　（メディカルフィットネスクラブＬＥＮ　代表）
委　員　　野田　恒夫　（浜松市医師会　理事）
　　　　　本間秀太郎　（浜松市体育協会　常務理事）
油井　房代　（前浜松市幼稚園長会　会長）
柳本佳奈子　（浜松市立高等学校　校長）
尾田　聡弘　（浜松市小学校体育連合　会長）
　　　　　　　　事務局　  中村　公彦　　　市民部文化振興担当部長

金子　哲也　　　スポーツ振興課　課長
　　　　　　　　　　　　　下位　基弘　　　スポーツ振興課　課長補佐
竹村　昇三　　　スポーツ振興課　振興グループ長
北村　宏樹　　　スポーツ振興課　指導主事
寺田　達也　　　スポーツ振興課　事務職員
　　　　　　　　傍聴者　　0人

議事内容　　　（1）浜松市ジュニアスポーツ競技力向上等事業費補助金交付要綱改正に
ついて
連絡事項　　　（1）遠州灘海浜公園江之島地区整備基本計画の概要について

　　　　　　　（2）令和2年度第2期スポーツ推進計画の取り組み状況について
議事録作成者　　スポーツ振興課　　北村　宏樹
記録の方法　　　発言者の要点記録
録音の有無　　　有
【議　事】　　司会　　太田　正義　会長
（１）令和元年度推進計画の評価について
司会（太田正義会長）

ただ今から議事に入ります。議事（1）「浜松市ジュニアスポーツ競技力向上等事業費補助金交付要綱改正について」、説明をお願いします。
事務局（北村）
  　　前回の審議会では所掌事務について説明をさせていただきました。スポーツ基本法第三十五条に、国又は地方公共団体が社会教育関係団体であるスポーツ団体に対し補助金を交付しようとする場合には、あらかじめ、国にあっては文部科学大臣が政令で定める審議会等の、地方公共団体にあっては教育委員会がスポーツ推進審議会等の意見を聴かなければならないとあります。本日は、浜松市ジュニアスポーツ競技力向上等事業費補助金交付要綱改正について審議していただきます。

それでは、担当の寺田より説明いたします。

事務局（寺田）
　　　ジュニアスポーツ競技力向上等事業費補助金交付要綱改正案について、皆様に意見を伺いたいと思います。

現在の要綱は、競技力向上や障がい防止の活動を行っている事業を支援する目的で、平成30年度から施行していますが、毎年の申請が2団体だけで、固定化されてしまっているのが現状です。ジュニアスポーツの発展のためにも、もっと幅広い団体に補助金を使っていただきたく、今回要綱の改正を考えました。

　　　主な改正点として大きく分けて4つございます。まず、補助金の対象事業ですが、現要綱では、体育協会に加盟する団体が競技力向上等に関する活動を行う事業と、競技者の障害等防止の活動を行っている事業が対象になっていますが、新しい要綱では、競技の普及促進を目的として行う事業と、複数の団体の競技者で行われる競技力向上に関する事業を対象にしたいと考えています。競技の普及促進を目的として行う事業は、スポーツ体験会を想定していて、複数の団体の競技者で行われる競技力向上に関する事業については、選手を選抜しての合宿や強化練習、トップアスリートを招いての練習会を想定しています。

少し改正はしていますが、現要綱でもある競技力向上事業を改正案でも取り入れつつ、普及促進事業を新たに取り入れることで、ジュニアスポーツの競技力向上だけでなく、競技人口を増やす狙いがあります。

続いて、補助金交付の主な条件について、現要綱では、3人以上で構成されている団体で、市内に住所を有するか市内で活動していることが条件でしたが、新しい案では、市内に在住・在学している中学生以下の参加者が20人以上いることと、参加費を徴収しないことを条件として変更したいと考えています。少しハードルを上げた条件となっていますが、より多くの人を集めて事業をやってもらいたい想いと、参加料を徴収していない事業を支援したいということで、この条件にしています。

　　　続いて、補助金額の限度額です。現要綱では50万円、補助率は経費の1/2以内でしたが、新しい案では、一事業につき10万円、一団体につき30万円、補助率は同じく経費の1/2以内と考えています。限度額を下げた理由としては、補助金の予算額が限られているので、できるだけ多くの団体に活用してもらいことから、新しい要綱では限度額を下げています。

　　　最後に補助の対象ですが、現要綱では、講師等謝礼金と会場使用料が補助対象となっていますが、新しい案では、消耗品を追加しようと考えています。競技によっては、他の競技と比べて消耗品が大幅にかかるものがあるため、消耗品も対象にしたいと考えています。

以上が改正案の説明となります。ご意見がありましたらお願いいたします。
柳本佳奈子委員（浜松市立高等学校校長）

　　　　質問です。全体の予算額はいくらぐらいでしょうか。あと、今まで申請したのが2団体とありますが、今回上限限度額を設けることで、どんな団体が出てくると想定しているのか教えてください。
　事務局（寺田）

　　　　予算額は、令和2年度については90万円になります。今後、要綱を改正したときに想定される団体ですが、まず、現在申請していただいている2つの団体からの申請が考えられます。1団体につき限度額が30万円となりますので、2団体で60万円になると考えています。その他については、少しリサーチをしてみたところ、ラグビーの体験会やビーチハンドボールの体験会を行っている団体がありますので、このような普及活動事業を行っている団体を想定しています。申請する団体が増えると考えていますので、予算については増額を要求していきます。
　柳本佳奈子委員（浜松市立高等学校校長）

全体としては、今までの限度額50万円で2団体だったものが、減額で90万円になってしまったということですか。

　事務局（寺田）

　　　　現在は、1つの団体が50万円、もう1つの団体が40万円となっております。今回の改正では限度額が1団体30万円ですので、2団体で60万円を想定しております。

　事務局（金子）

　　　　補足になりますが、令和2年度の予算は90万円になります。この要綱改正は令和3年度から施行となりますので、令和3年度の予算はもう少し増やしたいので、増額を要求していきます。

　尾田聡弘委員（浜松市小学校体育連合会長）

　　　　2団体についてはどのような団体なのか、差し支えなければ教えていただきたいです。
　事務局（寺田）

　　　　現在申請のある団体については、1つは浜名湾游泳協会、もう1つはジュニア野球を指導する会、この2団体になります。

　司会（太田正義会長）

　　　　補助対象第2条2項「補助金の交付に付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。」の（4）「法人または収益事業として活動している団体ではないこと」という条件がついていますけど、この意図することが分かりにくいかなと思います。例えばＮＰＯ法人のように非営利を目的として活動している団体が普及のために行いたいということもあるでしょうし、そもそもこの事業自体は参加費を徴収できないので、収益事業にはなりにくいとは思いますが、他で収益を上げるために非営利活動法人であっても収益事業を行ってもよいので、活動しながら社会活動としてそういうことを行いたいという団体もあるかもしれないですよね。そういったときに、この文言が記載されていると、そもそも取り付くことができないということになってしまいます。これがどういった意図で記載されているのか説明していただきたいです。
　事務局（寺田）

　　　　この補助金として収益を上げないような事業を対象としたいということで、こういった文言を記載しています。確かに、会長のご指摘の通り、ＮＰＯ法人等も考えられますので、こちらについては検討させていただきます。

　事務局（金子）

　　　　事業自体が収益目的で行われるものには補助金を出すことはできません。そこが一番言いたかったことになります。ここはもう一度課内で検討します。
　司会（太田正義会長）

　　　　幅広くと言った場合には、常に活動しているそういった団体がターゲットになると思うのですが、ＮＰＯ化している団体が結構ありますので、検討をお願いします。

　本間秀太郎委員（公益財団法人浜松市体育協会常務理事）

　　　　第2条第1項で「公益財団法人浜松市体育協会に加盟する団体が」というところが今回は外れたわけですけれども、これについてはいろいろな団体があるので、外れてよいと思っています。事業についてですが、今まで50万円、40万円と言っていた団体がいきなり30万円になってやっていくことができるのでしょうか。あと、補助率はいずれも経費の1/2以内という形ですと、例えば80万円かかるものが40万円は補助が出るけれども、あと残り40万円をどのように捻出するのでしょうか。参加費だとかを取らないとできないのではないでしょうか。団体からの持ち出しが半分、補助が半分という形でやっているのでしょうか。その辺りについて説明をお願いします。
　事務局（寺田）

　　　　先ほどお話をさせていただいた、ジュニア野球を指導する会ですと、ヤマハ野球部のＯＢの団体で、そういったところからお金が出ていると思います。今の要綱から限度額を下げたとしてやっていけないということはないと思います。そういった部分については、今申請のある団体には今後説明をしていきたいと考えています。あとは、本当に1/2以内で事業がやっていけるのかということですけれども、確かに予算がない団体ですとこういった事業は負担になってしまいます。そういったことについては今後考えていきたいと思います。
　本間秀太郎委員（公益財団法人浜松市体育協会常務理事）

　　　　間口を広げると言っているのに、実際はお金がある団体にしかできないとなると、例え参加料だとか何かを取っていかないと、やりたくてもやれない団体があるのではないでしょうか。

　事務局（寺田）

　　　　参加料を徴収している事業となると、たくさんの事業が対象となるのではないかと考えています。できるだけ狭くしたかったということもあり、このように設定しました。そもそも1/2以内でなくてもよいのかなと本間委員のご意見を聞いて思いました。こちらについても検討したいと思います。
　司会（太田正義会長）

　　　　この文言だと、保険料以外は全部団体負担金みたいな形で、持ち出しで予算を組み、2万円出せたら2万円乗っけてもらえる、3万円出せたら3万円乗っけてもらえるという、そういったことですよね。

　事務局（中村文化振興担当部長）

　　　　1/2というのは、補助金としては一般的な設定になります。全額というのは基本的に補助金としてはありませんので、その活動している団体の体力に応じて事業を行っていただいて、それを支援するという形になっております。
　伊藤裕子委員（メディカルフィットネスクラブＬＥＮ代表）

　　　　今、障がいを持っている方たちが、自分たちのスポーツ大会を行いたいという考えをもっています。例えば週1回浜北グリーンアクアで運動会というものをやっていただいているのですが、どうしても事業所が主で、様々な理由で参加がしにくいという意見があったものですから、何か市のこういった事業があって、みんなで立ち上げることができたらいいねと話をしていたところで今回の補助金改正についての案を拝見しました。先ほどご意見があった通りで、今回1/2だけが出るだけだと、参加費も取らないということで親がみんな負担するのか、そうすると広告費とかそういうのを、スポンサー探しで企業一般の方たちのところに行って半分を集めるしかないのかという話になりました。できるだけたくさんの方たちに、間口を広くということを聞いて、障がい者の何かスポーツ、例えば私は水泳大会をやろう、浜松市障がい者水泳大会というものをやろうとしても、参加費ももらえなくてはそういう風になってしまいます。浜名湾游泳協会が出ましたけれども、例えば浜名湾游泳協会にお願いをするというのもあるかもしれません。中にはボッチャ大会をやりたいだとか、自分たちがやっているスポーツ、みんなの得意なことで大会や体験会を行うことができれば、常に集まっているメンバーだけでなくて、なかなか機会のない特別支援学級に行っている子どもだとか、これから学校に上がりたい、特別支援学級に行くのか特別支援学校に行くのかを迷っている子どもたちの交流の場にもなるという意見が出ました。引っかかったのは2点で、参加費が徴収ができないということと、経費が1/2以内しか出ないとなると新たに取り組もうと思っているお母さん方にとってはハードルが高いかなという感じはありました。
　事務局（金子）

　　　　1/2はスポーツに限らず、行政の補助金としてはスタンダードなものになります。参加料については、もう一度検討させてください。ただ、営利を目的というのは、どうしても　事務局として考えているところで、例えば、サッカースクールを行って、子どもたちをたくさん呼んできて、スクールをやっているのだから子どもたちから多額のお金を取っています。尚且つ、補助金も欲しいというというのは対象にしたくはないというところはあります。

　司会（太田正義会長）

　　　　独立行政法人国立青少年教育振興機構が行っている、「子どもゆめ基金」みたいな国の体験活動とかスポーツに出してもらえる助成金があるのですが、そこだと参加費が何に使われるのか細かく決められていて、要するに余分なことに使えないようになっています。参加費の内訳を決めていくというのも1つの手かなと思います。これを見ると、「国、県、市及び公益法人等」とあり、等がどこまで入るのかよく分かりませんが、「他制度による補助、助成を受けていないこと」、これ補助、助成「等」と入っていないので、寄付金を募ってやればできそうかなとか考えてしまいます。この文言が入っていると他の助成金と合わせてやるということも不可能になってしまうので、現実的には受益者負担分は集めてよいというのがボランティア業界でも大体そうなっていますので、参加費の使い道というのも細かく決めていただけると1つの解決策かと思われますので、またご検討いただければと思います。
　事務局（寺田）

　　　　公益法人等は検討しなければならないと考えます。要綱第2条2項（3）については、これは他の市の補助金と重複しないように設定したものです。等が入っていないことで確かに他のものも考えられるので、これについては精査しなければいけないと思います。

　本間秀太郎委員（公益財団法人浜松市体育協会常務理事）

　　　　現行だと「政治的又は宗教的活動を主たる目的とする法人又は団体及び公の秩序に反する法人又は団体でないこと」とありますが、改正案ではこれが抜けています。これまでに子どもに関係する事業だとこのことに該当することはなかったのでしょうか。今まで聞いたことはありませんが、スポーツの中では何かそういった団体が広告塔になったり、いろいろかかわったりする可能性もあるのではないでしょうか。区の地域力向上事業おいて、政治や宗教を目的とする団体は補助金申請の対象外になります。現行のものだと入っていますが、改正案だと入っていないのには何か考えがあれば教えてください
　事務局（金子）

　　　　ここについても確認をさせてください。

　尾田聡弘委員（浜松市小学校体育連合会長）

　　　　確認ですが、現行の第2条1項（1）、「公益財団法人浜松市体育協会に加盟する団体が」という文言が改正案の中では抜けています。体育協会に加盟していなくてもと逆に言えば取れるのですが、そういったときに、間口を広げるということは理解できますが、広げすぎてしまって、この団体はどうなの？といろいろなことに絡んでくるのかなと思います。そのあたりは特に問題はないのでしょうか。
　事務局（寺田）

　　　　体育協会に加盟していない団体も新しい要綱では対象にしたいと考えています。いろいろな団体からの申請が増えてしまうのではないかという点においては、事務局も懸念しているところであります。改正案では、補助金の条件を中学生以下の参加者が20人以上にするなど、少しハードルを上げた設定にして対応しようと考えています。実際にどういった団体が申請してくるのかやってみないと分からないところがありますので、来年度施行してみて、何か問題がありましたらその都度改正していきたいと考えています。

　事務局（金子）

　　　　改正案の第2条1項（2）に「複数の団体の競技者で行われる競技力向上に関する事業」という文言があります。事務局が心配していたのは、例えば、1つのスポーツ少年団が有名な選手を連れてきます。自分たちのスポーツ少年団の子どもたちに指導をします。だから補助金を申請したい。そういった場合があるかと思いました。そこは不可としていきたいと考えています。より広く、多くの団体から参加する、そういった事業に対して補助金を出していきたい。その主体となるのが体育協会に加盟していなくても、例えばジュニア野球を指導する会であったり、障がい者スポーツの団体であったりとそのように広めていきたいという考えがあります。
　司会（太田正義会長）

　　　　難しいですよね。団体構成員もしくは登録者のみで行われる活動に制限をかけたいということだと思いますが、幅広く募集してもらうという形の文言、参加者はこうであるという文言を検討しなければいけないと思います。確かに登録している人だけではなく、敷居は下げた方がよいと思います。こういう補助金は、ボランティアでやっている人たちがそこを利用するためにはハードルは下げた方がよいのですが、そうすると体力があるところが申請してくるという問題が必ずあります。そのために参加費の使い道だとか参加者の内訳、要するにこういう人たちを募集してくださいとか、そこで縛りをかけていくしかないのではないでしょうか。これだとハードルを上げてしまって、先ほどお話があったようなお母さん方は逆に申請しにくくなってしまうのではないかと思います。
　伊藤裕子委員（メディカルフィットネスクラブＬＥＮ代表）
　　　　条件に「浜松市内に在住・在学している中学生以下の参加者が20人以上いること」とありますが、中学生以下が20人以上いれば、その他成人の方が多くいてもよいのでしょうか。障がいをもっている方の団体というのは年齢構成が非常に縦に長いです。小さいときからから卒業してもずっとその団体に所属しているので、40歳から50歳の年代の方たちまでつながっています。参加を募集してみないと分からないけれども、とにかく中学生以下の参加者を20人確保しておいて、その上で、その他の方の参加があってもよいのか教えていただきたいです。
　事務局（寺田）

　　　　中学生以下が20名以上いれば、一般の方がいらっしゃっても可としたいと考えています。

　伊藤裕子委員（メディカルフィットネスクラブＬＥＮ代表）
　　　　この要綱には「ジュニアスポーツ」と記載されているものですから、これはあくまでもジュニアだとは思いますが、つながり的に切れない子どもたちが何人もいます。上の方のの年齢の子どもたちも楽しみの1つとして参加できるのかを確認したいと思いました。逆に言うと、ジュニアより上がないですよね。シニアとか、その子どもたちのとっての何歳からはこっちよ、こっちよ、少年団、青年団という一般の団体がありますが、障がいをもっている方たちはその枠すらありません。一旦一緒に活動しだすとそのまま年齢が上がっていくのが現状です。
　本間秀太郎委員（公益財団法人浜松市体育協会常務理事）
　　　　そのような形でよいのか、ここは要検討だと思います。障がい者の方はそういう形でもよいのかもしれませんが、実際に一般の中学生の場合だと、他の一般の方までよいとなるとそこはどうなのかなと思います。微妙なところだと思いますが、簡単には答えられないことかと思います。
　事務局（金子）

　　　　昨年度の審議会の中で大会補助金のことについて審議をしていただきました。この大会補助金も施行してみるといろいろなケースがあり、1つの枠できっちりとはまるということがありませんでした。その都度その都度見直しが必要になってきます。今回の補助金についてもまずやってみて、その後、修正を加えていきたいと考えています。
司会（太田正義会長）

　　　時間になりましたので、議事はここまでといたします。たくさんのご意見をいただきありがとうございました。事務局は今回出た意見を参考にして、幾つか文言だとか内容についてかかわることが出てきましたので、次回以降の提案につなげていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

　　　　議事の進行にご協力いただきまして、ありがとうございました。
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